




大 澤 定 順
第一節 は じめ に 日本 型 システ ムの 「合
理性 」
日本経済 は二度 にわた る石油危機 に直面 して思
いがけない回復力 を発揮 し先進経済国 としての地
位 を確立 した。 それ以前 は,日 本独特の経済 シス
テムは遅れ て産業化 した国の特殊事情を反映 した
ものに過 ぎず,い ずれは普遍型e欧 米型 に近 づ く
(または近づ くのが望ましい)と 考 え られ るこ とが
多か った。 ところが石油危機後,日 本経済 がいち
はや く安定 した マク百経済パ フォーマンスを実現
し,高 度成長 とは言えないまで も着実 な成長軌道
に乗 ったのに,ス タグフレーシ ョソの制御 に手を
焼 いた先進諸国が多 く,欧 米をモデルとした経済
システム論 は説得力を急速 に失 った。 そ して日本
型 は近代産業社会 において克服 され きえゆ く運命
にあるひよわなシステ ムな どではな く,先 進資本
主義経済の先進 モデルのひとつ として十分 な合理
性を もつ ものであ り,他 国 もモデル として模倣 し
うる普遍的価値 をもつ と主張す る議論が盛んに行
われ るよ うになった。
非欧米社会 で最初 に産業化社会を築 き,先 進国
として数 えられ るにいた った 日本の経験 はた とえ
一度限 りの特殊 な もので しかない として もそれ 自
体 で貴重 なものである。 さらに進 んで,産 業社会
の共通 の知的財産 とな りうる普遍性が発見 されれ
ぽ,そ の経験 の もつ意義 は大 きい。
ただ し,日 本 の経験 の含む普遍性の本質的要素
が何であるのかを確定す ることは容易 な業ではな
い。普遍性抽 出に様hな 試みが行われ る中で,日
本型=後 進的 とい う評価をそのまま日本型=先 進
的 と読み換 えるよ うな議論 も目立 ってきた。90年
に発表 された経済 白書(以 下,『白書』 と言及)は
このよ うな議論の最 も素朴 な受容を示 してい る。
こ うした受容が 日本の経済政策当局 の政策 スタン
スを示す とすれば,市 場経済 を擁す る社会 の必要
とす る政策 についての認識が現状追認 に傾 きす ぎ
ていると疑わ ざるをえない。(もっとも,個人株主
への利益還元軽視 とい う日本企業の特質 まで正当視
した 「白書』の議論が公 にされて間 もな く,大蔵省
が個人株主への利益還元を勧告 してお り,よ り権限
のある宮庁は 『白書』見解 ほどには 日本型システム




とい うのは,経 済 システムが円滑 に機能す るた
め には効率性基準 をク リアす ることが ど うして も
必要である。 そ して,市 場経済が効率性基準をみ
たす前提条件 として 「機会均等」 は欠 かせ ない も
ので あ る(岸本[1986])。ところが分配 の不 平等
があ る限度 を超 えると,機 会均等条件 はみた され
な くなる。 ここで,日 本経済が 「強 さ」を発揮 し
た80年代には東京圏 を起点 として地価の異常 な高
騰 が起 こった ことを思い起 こす必要があろ う。従
来 でさえウサギ小屋 とやゆされ る質 の低い住宅に
しか首都圏 の勤労者 は住 めなか った。 ところが,
今後 は住宅入手 それ 自体 も不可能 とい う試算が政
府機 関か らもい くつ も発表 され てい る有様 であ
る。労働市場 に遅れて参入す る世代 は貯蓄 ・資産
蓄積 を含む生涯消費を計画す るにあた り,前 の世
代 とはは っき り断絶 した状況 に直面 す る こ とに
なった のである。未取得者だけではな く,住居水
準 の向上 を はか る住居 買 い換 えの世 帯 に とって
も,勤 労の価値が相対的に低下 した ことの損失 は
大 きか った。
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資産 はその残高が大 きいほ ど多様化で き,危 険
分散 しつつ高い収益 をあげ ることが期待で きるよ
うに なる。 した がって,資 産 の厚 み の増 した ス
トック経済では経済的不平等が拡大 しやすい。 ま
た,資 産 を持 たない個 人(持 たざる者)が ス トッ
クを形成す るにあた っての参入障壁が高いと,ス
トック市場 の利用それ 自体 から締め出 され てしま
うので所得分配上の不利 が増幅 され る。所得分配
における初期条件の個人間格差を個人の努力で挽
回す る余地 がせ ばま り,階層 の固定化 した社会 と
なる危険があ る。 こ うした社会では機会均等条件
はみた されず,市 場経済 の基礎 は危 ういものにな
る。 こ うした事態が現行 の企業制度 ・政策体系 の
もとで発生 した ことを考 えると,現 行制度の改革
は急務であろ う。
ところが,こ うした改革 の必要性 は政策過程 に
おいて真剣 に考慮 された とは言 えないのが現状で
あ る。そ うしたcommitment不足 を正 当化す る
ために しばしぽ引用 され るのが持ち家率の統計数
字 であ る。 日本 で は持 ち家 率 は6割 を超 えて お
り,こ れは米国並みの水準である。相続 を通 じて
持 ち家取得が可能 になる潜在的持 ち家世帯 も含め
るとこの割合 は更に高 くなる。 とすれぽ,地 価問
題 は現 在 お よび将来 にわ たって非持 ち家 の 「少
数」 の世帯に とってのみ深刻 な問題 であ る,と 限
定 して考 えることもできると示唆 される。少数 と
言 って もか な り多 くの世帯が基本的生活条件 を脅
かされていることは一 国の経済厚生を向上 させ る
上で重要 な問題 を示 している。 ロールズの よ うな
立場 にたてぽ,そ の少数者 こそが社会厚生を判断
す る上で最 も重要 な階層 として現れてい るのであ
る。 しか し,民 主主義 とは多数決で ある,と 考}
られがちな 日本では,む しろ 「少数者の問題だか
ら,あ ま り重要でない」 と判断す る材料 となって
いるのではないかと思われ る。
しか し,こ の ように土地問題 の影響 を少数者の
問題 と限定す る見解 には規範的判断における難点
があるだけではな く,事 実判断についても次 のよ
うな重大な難点がある。
①突然お こった地価高騰 は家計 の生涯消費計画
に過大 な不確実性を持込み,市 場経済の効率性を
大 き く損 なった(市場の失敗)。企業 についても,
土地保 有の多寡 で業績 が左右 され る よ うな事態
は,生 産 とい う本来の機能における効率性確保を
阻害す るものであった。
②相続 に よって しか持 ち家が取得できない とい
うことは,ど のよ うな家に生 まれたかによる経済
的不平等 の増加 に ほかな らない。 これ を無視 し
て,「相続 が見込 める」世帯の存在を土地・住宅問
題の深刻 さを軽減す るものであるかのよ うに数 え
上 げるのはおか しい。 こ うした不平等に もとつ く
経済力の偏在が放置 された場合 には 「民主主義」
とい う市民社会の基本理念が形骸化す る恐 れがあ
る。
③持 ち家世帯で も,職 場 から遠 くて通勤に長 い
時間を とられ,土 地が高価 なために狭 い土地 ・家
しか確保 していない世帯がかな りの割合 で存在す
る。彼 らの うち比較的若い世帯は将来の 「買い換
え」 によ り居住水準の向上を計画す るのが普通 で
ある。 ところが,地 価 が高騰 してそ うした機会が
奪われれぽ,た とえ既保有資産 の価値が上 がって
も生活水準(効 用)は 必ず しも上昇 しない。生活
水準 の総合評価 は定 量的 に捉 えに くいのに対 し
て,保 有資産価値 の増加は貨幣表示で明快に把握
できるので,持 ち家世帯 は地価高騰 によ り利益 を
受 けた とみな されがちで あるが,新 古典派消費理
論 に照 らして こ うした想定は妥当 とは言 えない。
④居住用不動産 しか持た ない大部分の持ち家世
帯 が地価高騰で得た利益 は居住用以外 にも不動産
を保 有す る 一・部の世帯 ・法 人の得た利益 に比べれ
ば取 るに足 らない ものであ り,資 産格差 は拡大 し
た。 デ ューゼ ソベ リー流に考 えれぽ,居 住用資産
しか もた ない大部分 の持ち家世帯 の効用 は資産格
差 の拡大 によ り負の影響を受 けたはずである。
この よ うに地価高騰 に象徴 され る土地 ・住宅問
題 の負の影響 は短期的な ものだけに限 って も広範
な層 に及んで いる。出生率低下の よ うにすでに社
会(特 に労働力 不足 を懸 念す る財界)に 大 き な
シ ョックを与 えた現象 も,次 世代再生産の場 とし
て の住居(お よび社会資本)の 貧 しさを無視 して
論 じることはできないはず である。
しか し,影 響が広範 ・長期 にわ たって も,上 で
市場経済における生産組織の型
見た よ うに利益 と不利益 が錯綜 している層 が多 く
存在す るときには,政 治過程において政策変更の
圧力 となるよ うな政治力は生 じに くい。 それに対
して,居 住 用 以外 に不 動産 を保有す る一部 の世
帯 ・法人 は地価高騰 に よる利益 を最 も大 き く享受
し,現 状の政策体系 に大 きな既得権益 を持つ。 し
たがって,既 得権益 を侵す政策変更には強硬 に反
対す る。
こうした利害の構造をみ るとき,現 状を追認 し
て改革を展望 しない とい う判断が実 は…部 の構成
員の利益 しか代表せず,現 状維持 のもた らす長期
にわたる不利益 を無視 した ものであると言わ ざる
をえない。
しか し,こ うした国民的基盤 に乏 しい立場 を政
策 当局が恣意的に とっている とは考 え られない。
む しろ,従 来の政策体系 ・スタンスの もとで可能
になっためざましい経済成長が国民の生活水準の
向上 とも正相関す る時代 が長 く続 いたために,そ
うした単純 な関係が必ず しも期待で きない時代 の
到来に気付かず,政 策 の転換 が遅れているのでは
ないだ ろ うか。 また,こ うした現状容認の正当化
に,日 本型 システムの合理性 を強調す る議論 が大
いに寄与 してい るよ うに見受 け られ る。 しか し
「合理 性」 につ いては多面的 な議論 を積み重 ね る
必 要 が あ り,慎 重 に判 断す る必要 が あ る(大 澤
[1990])。従 来の後進 性論,な い し 日本型 システ
ムをそ もそ も先進市場経済 ない し民主主義国家の
文脈にお くことを認めない異質論が極論 であ るよ
うに,現 状の ように市場経済 の基礎 を揺 るが しか
ねない憂 うべ き兆候 が資産市場 を舞 台に起 こって
い るにも関わ らず,そ れを無視す る 「合理性」論
も日本経済 を捉 える枠組み として不適当 なのでは
ないか。
この論文では こ うした問題意識 の もと,日 本経
済 の基幹的生産組織である大企業 に広 く見 られ る
「日本的経二営」を支 えている生産 シス テムが 日本
の労働市場 に与 えている特徴について議論す る。
第二 節 で は石 油 危 機後 の 日本 経 済 の マ ク ロパ
フォーマンスの良好 さを支 えた労働市場 における
調整 の仕組み を概観す るとともに,そ の過程 で生
じた憂 うべ き二つの兆候 を示す。 しか し日本経済
一43一
を異質論 の枠組みに閉 じ込 めることは妥当でない
ことも議論す る。
第三,四 節では 日本経済 における市場 メカニズ
ムの柔軟 性 を支 え る労働市 場 にお け る 「雇 用 の
質」につ いて考察す る。 日本の雇用慣 行及 びそれ
に則 った法的枠組みは内部労働市場における先任
権 の よ うな既得権を個 々の被雇用者 について設定
す るよ うな ものでないために,解 雇 が行われる時
に個 別の被雇用者 が直面 す る不確 実性 が高 くな
る。 こ うしたstatecontingencyの違 い による雇
用の質の違 いを無視 して,マ クロの失業率 の多寡
で システムのパ フォーマ ンスを評価す るのは…面
的である。 また,需 要不確実性 に対応 して労働時
間を事後的に調整す る裁量権 を広 く使用者側 に認
め る現行制度 のもとでは,労 働時間は長 くな りが
ちであ り,他 の生活時間を ランダムに侵食す る。
日本型生産 システムが こ うした二つ の不確実性を
被雇用者 に負担 させ てい ることには改善 の余地が
ある。
すでに一定の完成度 を もって存在 している 日本
型 システムの働 きを損 な うことな く(な いし最小
限の犠牲で)雇 用の質を含 む国民 生活 水準の 向上
を図るには慎重 な対応が必要 であろ う。 この論文
で はル ール要素 の拡大 とい う長期 的 な フ レイム
ワーク政策 を提案 している。
第二 節 市場 経済 にお ける生 産活 動=
「一 っ の型」vs.異質論
石 油危機を契機 として 日本経済 にお こった変化
のなかで特筆すべ きことは,低 インフレ ・低失業
下の安定成長 とい うマク ロ ・パフォーマンスの良
好 さの一方 で,高 度成長期 には順調 にすすんだ①
賃金格差 の縮小傾向② 労働 時間短縮(い わゆる時
短)が 先進 国水準に大 き く見劣 りした まま止 まっ
て しまったことである。不況 に際 しても失業率が
余 り高 くならないのは大不況時に観察 された経験
と類似 してい る。 データの制 約か ら大不況時 につ
いては詳細 な検討 は難 しいが(尾 高[1984],藤野
[1990]),石油危 機 にあた っての低 失業 の要 因 と
態様 にっ いては詳細な検討が加 えられてきた。 そ
一44一 市場経済における生産組織の型
して次の よ うなことが明 らかにされてい る。
第一 に,労 働市場 で賃金調整が景気 に反応 して
弾力的 に行われ るため,数 量調整 の必要が少 ない
(Gordon[1982],新開[1982],神代[1983],小野
[1985])0
第二に,失 業す ると非労働力化す る縁辺労働力
が多数存在 し,彼 らが失業者 として数 えられない
こ と(水野[1981]),また,景 気変 動 に応 じた雇
用者数 ・総労働時間数 の調整が企業規模別 で異な
り,不 況時には低賃金 の小規模企業 の雇用 が拡大
す ること(篠塚[1979])に現れ る 「労働市場の階
層性」が失業率水準を低 いままにとどめる。
第三に,失 業者数 はた しかに少 ないが,い った
ん失 業す る と失業 プールに長 く滞 留す る(水 野
[1982])。家族 の扶 養 の責 任 を負ってい る中高年
世代 も勤続年数 による先任権 の保護 を受ける こと
はな く,年功分だけ割高 な賃金を受 け取 っている
か ら人員整理 の対象にな りやす かった。 したがっ
て,個hの 失業者(お よびその被扶養老)が 蒙 る
損害 は深刻 であった(小 池[1983][1991])。
こ うした知見か ら,現 代 の市場経済において生
産 活動を担 う企業は,与 件変化に より生 じ うる不
均衡に対応す るために生産組織内部 ・生産組織間
のネ ッ トワークに様 々な仕組みを用意 しているこ
とが うかが える。そ うした仕組みの一つの型 とし
て 日本型 システ ムは存在 している。
ただ し,日 本型が市場経済の基本理念 に合致 し
た 「一つ の型」 と言 えるか どうかについては異論
が述べ られ てい る。 いわ ゆ る 日本異質論 で あ る
(Wolferen[1989])。異質論 は 日本 社会 の観 察 と
して興味深いが,そ の認識お よび政策提言には次
の ような難点がある。
第一に,異 質論 は,民 主主義国家 といって も日
本では実質的 には戦前の権 力構造(そ れは江戸時
代の徳川幕府の統治手法に起源をもつ)と 連続性 の
強い一部階層 が巧妙 に権力を独 占してお り,一般
国民の生活水準向上 をはか りつつ諸外国 と調和 し
た経済発展を 目指す とい う先進国 クラブの現在の
共通規範 を内在化 させ るよ うな力ははた らかない
とい う認識 にたつ。 したが って,規 範 を守 らせ る
には外 国が強 い圧力(い わゆる外圧)を か けなけ
れ ぽな らない と主張す る。
日本政府 ・官僚組織が外圧 に屈 してきたのは江
戸時代 末期 か らず っと観 察 されて きた こ とであ
り,わ れわれに とって 目新 しい ことではない。そ
して 「欧米列強」が 日本 ・アジアに対 して高圧的
な政策 をとることも19世紀以来変わ らない国際関
係の基調である。過去 との連続性 は 日本 の側だけ
にあるので はな く,日 本の交渉相手国の側 にもあ
り,両者 の力のぶつか りあいが第二次世界大戦を
まね いた ことを思 いお こす と,異 質論の よ うな思
考 の枠 組 みが21世紀 を間近 に控 えた現在 におい
て,傾 聴すべ きもの とは思 えない。他者への理解
を深 め,国 際間で対等 な友好関係 が育 も うとす る
スタソスを可能 にす る視野 をもつ枠組み こそが現
在 もとめ られ るものである。
第二に,主 として欧米先進 国を念頭 においてモ
デルが開発 されてきた数理経済学 ・計量経済学を
日本経済 ・社 会 の諸 現象 の解 明 に も用 い る研 究
(日本企業について青木[1989],労働市場について
島田他[1981]等)が従来 はモ デル分 析 を寄 せ付
けない と思われた よ うな現象 ・制度 まで もモデル
の射程 に収め うる可能性を十分に示 している。一
般 モデルで説 明可能になる 日本経済 におけ る諸相
は今後 も増 えることは間違いない。 そ うした研究
の蓄積 によ り,異質論 の枠組みではいかにも日本
の異質性を表すかにみ えた現象 ・制度 が実 は市場
経済 の一般モデルにおけるパ ラメーターの特定 の
組合せ によ り現れた説 明可能 な,し たがって歴史
的 ・文化的背景 を異にす る国民に も十分理解で き
るもの となることが期待で きる。また,今 後 アジ
ア・(旧)社会主義圏 の諸国で経済発展が進めぽ,
さらに様hな 型が観察 され るだろ う。 こうした世
界経済の真 のグ ローバル化 の進展で,日 本型 を異
形 とす る考}方 ・感 じ方は急速 に相対化 され るだ
ろ う。
こ うした難点 を考慮す ると,認 識 の枠組み とし
ても,政 策論 として も,異 質論に賛成す る余地 は
ほ とんどないことがわ かる。異質論 による日本経
済 ・社会 の問題点の指摘 には聞 くべ きところが多
い として も,そ の解明 ・改善には異質論 とは異 な
るアプ ローチが必要 なのである。
第三 節 雇用 の 質 ① 解雇 リスク と
statecontinency
市場経済における生産組織の型
日本企業 が生産活動 を行 うにあた り活用 してい
る不均衡に対処す る仕組みの うち最 も注 目を集め
たのは賃金伸縮性である。価格の下方硬直性 の う
ちでも最 も親 しい ものである労働市場の価格e賃
金 の下方硬直性の壁がい とも簡単 に破 られた こと
は,日 本経済の柔軟性をあらわす もの として内外
に強い印象を与 え,日 本型 システムの評価を一変
させ る上で大 きな役割 を果た した。
有効需要 の経済学 としてのマク ロ経済学の出 自
を考 えると,こ うした柔軟性礼賛には違和感 を禁
じ えない とい うの が大 澤[1985]の問題 意 識 で
あ った。他方で,マ ク ロ経済理論 も市場経済 とい
う場 を前提 として構想 され てお り,民 間部門 ・公
共部門 ともに経済行動は合理的に行 うとい う仮定
を ミク ロ経済理論 と共有 している(大 澤[1990])
ため,市 場 メカニズムの健全 さが経済システ ムの
パ フォーマソスの良好 さを支 えるもの として称揚
され ることに も理 由がある。
この二つの性格 一一ケインズに由来す る有効需
要 とい う観点 ・市場経済の合理性お よび均衡 とい
う観 点 の折衷 に伴 う曖昧 さない しadhocな
議論 がマクロ経済理論 には誕生以来つ きまとって
いたのであ るが,そ れを脱却す るべ く,ミ ク ロ経
済理論 との斉合性 を重視 して,合 理性仮説 および
市場均衡仮説を純粋 な形 でマク ロモデルに組み込
んだのが新 しい古典派(newClaSSiCalS)である。
彼 らは,主 流派 マク ロ経済理論 とは真 っ向から対
立す る政策含意 をもつ体系 を構築 し,80年代に米
国で 「小 さな政府」の経済政策(レ ーガノ ミクス)
が とられ る一つ の理 論 的支 柱 となった。 ところ
が,そ うした政策が容易 には回復 しがたい双子 の
赤字 の重荷を米国経済 に遺 した ことか ら,現 在 で
は往時 の説得力 は失 ってい る。 また新 しい古典派
モデルへの反対論 が有力な ミク ロ経済学者 か ら提
出 された ことは,主 流派 マ クロ理論 の威信 を回復
す るのに大 いに役 だった。 とはい え,新 しい古典
派が提起 した問題 を統合 した マクロ経済理論のパ
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ラダイムはまだ得 られていない。 マク ロパ フォー
マンスの良好 さの原因を特定す る上で援用で きる
一般理論 はないのであ る。
そ こで,こ の ような大 きな問題に関わ らせて議
論をすすめ るよりも,労 働市場で行われた調整 の
具体的様相 に即 して市場 メカニズムの柔軟 性のも
つ意味を考 え,礼 賛論が見落 としている点を明ら
かに してみ よう。
日本の労働市場 で価格調整が受 け入れ られやす
い要因 として見逃す ことができないのは,不 況に
際 しての個hの 労働者 の雇用の保護が不完全 な雇
用慣行 の存在 である。 日本の雇用慣行 の特色は年
功序列 ・終身雇用 ・企業別組合 と呼ぼれ,労 働権
にまつわ る争 いが あった ときにはこ うした慣 習が
尊重 されて裁判が行われ るほ ど社会 に定着 したも
のである。 といって も,不 況に ともな う解雇(整
理解雇)に は,
①合理的経営者か ら見 て,人 員削減の必要が
ある。
②解 雇回避努力(希 望退職募集等)義 務 をす
でに履行 してお り,整理解雇以外 に人員削
減手段 がない。
③被解雇者選定基準(勤 務成績 ・勤続年数 ・年
齢等)が 客観的 ・合理的 に設定 され,公 正
に適用 され る。
④妥 当 な手 続(+分 な説明 ・協議)が とられ
る。
とい う四つの要件を総合的に満たす ことが要求 さ
れ,解 雇権 の濫用 は制 限 され る(菅野[1985],中
村[1990]),とい う程度 に しかルールが定 まって
いない。先任権につ いての規約が明確 に定 まって
いる場合 に比べ,経 営の裁量権行使の余地 が広い
ことは否定で きない。 その結果,た とえ事後的に
「不 当」 と認 定 され るこ とに な る よ うな解 雇 で
あって も実行 され てしま うことがあ り,そ の取消
にはかな りの時間 と被雇用者側 の立証努力 を要す
る。個hの 被雇用者 が このよ うな形で しか保護 さ
れない 「不完全 な権利」 しか もた ない ことは日本
の内部労働市場 の特性 を考 える上で見逃せ ない点
である。
近代経済 においては巨大な内部組織 を編成 して
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生産活 動 に従事す る大企業 の 占め る位置 が大 き
く,企 業の内部組織 における労働資源配分 を内部
労働市場 と呼ぶ用語 も定着 している。企業 の独 自
性の核 となる技術の研究 ・開発 をはじめ,純 粋 に
工学技術的要因だ けでは確定 しない生産工程 の編
成 の細部 の決定 ・改良,そ れに伴 うブルーカラー
お よびホワイ トカラー労働集団の人事管理 システ
ム,外 部の企業 との連携関係,外 部 の労働市場 の
利用等 について,独 自の経営理念 とノウハ ウをた
くわ えた もの として企 業 は存 在 してい る。 した
が って,(外部)労 働市 場 で は 「市 場 の規 律」が
直接 はた らくのに対 して,内 部労働市場 ではそ う
した はた らきは間接的になる。 そ こに経営側の広
い裁量権の余地が生 じるとともに,被 雇用者の労
働 にまつわ る諸権利擁護 をいかに保障す るかとい
う問題がでて くるのである。
ここで,被 雇用老 とい う地位 を 「弱者」 と一方
的 に想定す るのは妥当ではない。多数 の労働 を経
営理念にそって効率的に編成 して生産活動 をしな
けれ ばならない大企業 にとって,被 雇用者集団は
不可欠 な生産要素 であ り,そ れに起因す る強い交
渉力を備 えた存在である。ただ し,個hの 被雇用
者がその交渉 力にどの よ うに与 っているかは別 に
考察を要す る問題であ る。先任権 システムは個h
の被雇用老 に勤続年数=組 織へ の帰属年数 にもと
つ く 「権利」を明確 に与 えるもので ある。 それに
対 して,日 本 の内部労働市場 には集団 としての交
渉 力を個人にいかに配分す るかにつ いて明文化 さ
れたルールがない。む しろ上述の四つ の要件 の③
は,「全従業 員を対 象 として定立 され るべ き性格
のもので ある」(中村[1990,p.203)とされ,具
体的 に 「客観的で合理 的な基準 と認め られ るもの
としては,欠 勤 日数,遅 刻回数,規 律(命 令)違
反歴 な どの勤務成績や,勤 続年数 な どの企業貢献
度,さ らには 『三〇歳以下の者』な どの経済的打
撃の低 さなどがある。ただ し,こ れ らの基準 は相
互 に矛盾 し うるものであ る(と くに勤務成績 と経
済的打撃の低 さはそ うである)。また,成 績査定の
み に基づ く被解雇者の選定 は,多 分に主観的で合
理性 に乏 しい とされ る傾 向にあ るな ど,裁 判所 の
この点の判 断 も一貫 していない。結局の ところ,
被解雇者 の人選の基準 については,基 本的 な考 え
方 を異にす るい くつかの系統 の基準が あ りうる以
上,そ の どれ を選ぶ か は当該 労使 の全体 的了解
(納得)を 尊 重 す べ き よ うに 思 わ れ る」(菅野
[1985],pp,350-351)とい う。 こ うした ことか ら,
日本の内部労働市場で は集団への帰属年数のみ」匹
もとついて個 々の被雇用者 に先任権の よ うな権利
が賦 与され ることはないことは明 らかである。 こ
うした制度的枠組みの もとでは,経 営者が整理解
雇 が必要 であると判断すれ ば,解 雇の対象 として
指名 され る リスクにすべての被雇用者 が直面す る
ことにな る。 さらに,基 準 の 「総 合的」適 用 は
個 」1の被雇用者が直面す る雇用 リスク水準 の予測
を難 しくす るものである。 したが って,そ うした
不確実愉 にみちた事態 が発生 しない ように賃金抑
制 とい う価格調整を受 け入れ ることは被雇用者 集
団に とって合理的 な選択 の一つ となる。
また,年 齢給の要素が含 まれる年功賃金体系で
は同 じ仕事 を していても賃金 は中高年 ほ ど高 くな
るか ら,中 高年 ほど解雇 されやす くなる。中高年
が安定 した処遇 を受けることは 「終身雇用」 とよ
ばれ る長期雇用制度の信頼性確保のために不可欠
な ことであるが,企 業存続の危機 にあた っては緊
急避難 としてなるべ く少ない人数の解雇で局面を
乗 り切 ることが選択 され ることになる。 しか しこ
うした解雇は企業のシステムの安定性に対す る信
頼性を損 な うから,労 使 ともに損失 を蒙 る ことは
免れ ない。 こ うした事態を回避す ることも賃金抑
制受 け入れを促す動機 となる。




健全 さを損 な うとい う通念から考 えれ ぽ逆説めい
ているが,企 業組織が市場 メカニズムにとって多
面 的 な役割 を果 たす存 在 であ るこ とを示 してい
る。
先任権システムの確立 してい る内部労働市場で
は昇進 ・解 雇 につ いて詳 細 な基準 が事前 に(ex
ante)詳細 に定 め られ てお り,不 況 に際 して も
ルールに基づ く解雇が実行 され ることを労働契約
市場経済におげる生産組織の型
の一 部 として個 々の被雇用 者 は当然 に要 求 で き
る。解雇 ルールが詳細 に先決 され ていることは経
営側の事後的な(expost)裁量範囲を狭め,そ の
窮屈 さのた め に 「効率 的 な」解雇 が行 えず,か
えってよ り多 くの組合員の解雇 をともな う難 点が
しぼ しぽ指摘 され る。価格調整の よ うな手段 は契
約に反す るので選択で きない。 また,個hの 被雇
用者 は雇用保障 につ いて順序 付 け られ た権利 を
持 ってお り,先任権が高 いほど解雇の リスクは低
い ことも被雇用者集団が価格調整 を受 け入れ る誘
因を低 くす るだろ う。
失業 は個人に とって も,社 会 に とっても多大 な
損失 を もた らす ものであ るか ら,失 業者をあま り
出 さない ことは雇用慣行の長所 として数 え上 げて
よい。 しか し,日 本 の内部労働市場での個 々の被
雇用者に とっての雇用は,先 任権 システ ムをもつ
内部労働市場での個hの 被雇用老 にとっての雇用
とはstatecontingencyを異 に してお り,数 理経
済 モデルであれ ぽ別hの 「財」 として扱われ るも
の で あ る(Debreu〔1959],Arrow[1964])。こ う
した差異 は自然言語 では 「雇用の質」 と表現 して
よい ものである。 マ クロの数字だけを比較す る議
論 ではこ うした差異が忘れ られがちであ るが,現
代 の先進経済 国は単 なる雇 用 の確 保 だけで な く
QWL(qualityofworkinglife)の向上 とい う課題
に直面 してお り,労働 サー ビスがその多面的 な性
質 にもとついて備 える 「質」の違 いを無視す るこ
とは妥 当で ない。
第四節 雇用の質 ②労働時間の事後的確定
雇用 の質 を規定 す る要 因 は他 に もあ る。労 働
サー ビスは独 自の精神 と身体を もつ生身の人間に
よって供給 されてお り,他 の生産要素に比べて管
理が非常 に難 しい ものである。管理を難 しくす る
原因である自発性や創造性 は社会の進歩 を促す人
間の本分で もある。企業がgoingconcernとして
存続す るにも,こ うした資質 を成員か ら引 き出せ
るよ うな誘 因体系を
(A)金銭的報酬(年 齢給 ・職務給 ・退職金等
の賃金体系)
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(B)組織階梯 での権 限委譲構造(生 産現場
における職務区分の決定等も含む)
に備 えて い るこ とが必要 で ある。誘 因体系 には
様hな 組合せがあ り,各 企業 の個性を形づ くると
ともに,被 雇用者の雇用の質 を規定す る要因 とな
る。
トヨタの ように,(B)につ いて もカンバ ン方式
とい う独 自の方 法(詳 しい内容 につい ては門田
[!983]及び戸塚 ・兵藤[1991]参照)を 完 成 させ
て,世 界的に も注 目を集め る企業が出現 した こと
は石油危機 以降の 日本経 済 を象徴す る現 象で あ
る。 カンバ ン方式 は英語 で もその ま ま"kanban
system"と呼 ぽれ,日 本 企業 の独創 であ る こと
が内外で認知 されている。 国内で も,ト ヨタの完
成 させた固有の技術 を指すだ けでな く,在 庫圧縮
に よる費用節約のための様 々な方法 を指す普通名
詞の よ うに使用 されている。
しか し在庫費用 の節約のみが カンバ ン方式の革
新ではない。米国で完成 された現代の大量生産 シ
ステムは自動車産業 に限 らず どの産業 でもテ イラ
リズムの もと厳格 に定型化 された単調 な職務 を繰
り返す単純 な労働 を生産 労働者に割 り当てる方法
を採用 して きた。 こ うした方法に よ り効率的 な大
量生産 が 可能 にな ったが,生 産現場 の労働 の単 調
さは改善すべ き課題 として残 され てきた。単調労
働 を機械化 して人間を単調労働 から解放す ること
は一定 の成果 をあげて きた し,高 賃金 ・時短 に よ
り労働者の余暇を充実 させ労働 の単調 さを補償す
る施策 は社会主義の魅力を薄 れさせ るほ ど先進資
本主義諸国の労働者 の生活水準 を向上 させた。 し
か し,生 産 システ ムそれ 自体 をよ り 「人間的 に」
改めることは現在で も重要 な課題 であ り続 けてい
る。
こうした先進工業国共通 の課題 に対 して,テ イ
ラ リズ ムとは発想 の全 く異 なる生産現場観 にもと
つ く権 限委譲 システムを作 り上 げた ことこそが カ
ンバ ン方式に代表 され る日本型生産 システムが革
新 と見 な され る所 以 で あ る。「作 り上 げ た」 と
言 っても,労 働 の人間化 とい った理念 のも とに構
想 されたのではな く,低 成長経済下の 自動車産業
の直面 した多品種少量生産 システムの確立 とい う
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課題克服のために試行錯誤 を繰 り返す実践 の中で
完成 された ものであ る。完成 されたシステムは,
情報処理技術 の近年における進歩を十分 に活用 し
て費用削減 を図 るとい う,生産 の基本に沿 ったご
く正統的な手法を追求 した ものである。生産 ・販
売につ いて蓄積 され ている膨大なデータに基づい
て全体 の生産 計画 を立 て る(プ ッシュ(push)方
式)と い う点 は,他 の システムと共通 している。
こ うした計画立案 はそれ 自体で非常 に高度な技法
の開発を要請す るものであるが,実 際の最終財需
要 が計画の想定 と大 き く異 なれば修正を余儀 な く
され る。生産計画の実行に際 して,最 終需要に応
じてきめ細か く生産量 を調整 す るプル(pull)方
式 を徹底 して と り,生産過剰 を回避 してい るのが
カソバ ソ方式の独創である。具体的には
①実際の財需要 をみたす のに必要な生産だけを
実行す るために,生 産過程 の各段階で は余分の緩
衝在庫 を用意 しない。 そ して,必 要 な時 に(just
intime)必要 な量(と いっても,ぼ らぼらではなく
一定の ロットを定めるほ うが効率的な物については
その ロットを単位 として)を 指示 した カソバ ンに
したが って前段階 か ら半製品・部品を引 き取 って,
各段階 の作業 が行なわれ る。最終需要か ら順 にそ
の前の各段階に必要 な生産 についての情報が 伝わ
りきめ細 か く生産計画 が修正 され るので過剰生産
に よる在庫 も生 じーない。
②流れ作業のいずれかの段階で小 さな異常が発
生 した場合 他 のシステムで はこうした場合に
備 えて余分の緩衝在庫 を用意す る,現 場でそ
の作業 に従事 してい る労働者 が自分 で 必要な
らチーム長 の力 を借 りて 解決す ることが要請
され る。 そのために現場 の労働者 といえ ども,同
一 の仕事を繰 り返す単能工 としてではな く,い く
つかの仕事(そ のなかには小さな異常への対応を含
む)を こ なす 多 能 工(multi-functionalworker)
として養成 される。 生産現場 で発生す る異常への
対応を生産現場 の労働 から切 り離 した専門技能 と
した テイラ リズ ムとは対照的に,多 能工 システム
では現場 の生産 労働者に小 さな異常に対応す る技
能を も割 り当てるのであ る。
③ さらに生産労働者 には,生 産技術の うちで も
作業 の手順 や職場環境の整備等の生産現場か ら発
想で きる改善点 を見つ け,積 極的に提案す ること
も求め られている。
カンバ ソ方式 は この よ うに現場の生産労働者に
生産過程への 「参加」を求め る労務管理 システム
とともに確立 されたのである。企業城下町を形成
し,他 の 日本企業に比べて も濃密 な会社主導の人
間関係諸活動を展開 してい る トヨタ(戸塚 ・兵藤
[1991],第2章)でこ うした システムが典型 的 に
確立 された ことは,労 務管理システムがカンバソ
方式誕生にあた り大 きな役割を果た した ことを窺
わ せ る もの で あ る(安 保他[1991],p.13のい う
「ダイナ ミズム」)。しか し,確 立 された システムの
複数の構成要素の分離可能性,言 い換 えれぽ他の
先進国で行われている労務管理 システムを① と組
合せて効率的 に生産を編成す る可能性 については
事例観察だけで結論 を出す ことはで きない。 日系
企業の経験 が短期間 しか経過 した ものでな く,ま
だ安定 した形態 に到達 していない と考 えるべ き現
段階ではなおさらそ うである。
生産 システムの複数の構成要素の分離可能性 に
ついては判 断を保留 して,こ こで問題 に したいの
は,第 二節冒頭 で言及 した 日本の年間総労働時間
の長 さと日本型生産 システムの関係 であ る。 カン
バ ソ方式 と同様 に英語 で も"karoushi"とその
まま呼 ぽれている過労死 は常識 を超 える長時間労
働の結果お こる悲劇であ り,最近では大 きな社会
問題 となっている。実質GNPが 着実に上昇 を続
けているにも拘 らずJ上 級財であ る余暇 の増加=
総労働時間の短縮が進 まず,第 二次石油危機後 に
はかえって長時間化 した ことは一見 した ところ奇
妙な現象 である。 しか し,「地価 の上 昇率を考 慮
に入れ ると,石 油シ ョヅク後,労 働老 の実質所得
(「生涯賃金所得」の実質価値)水 準 は年 率一2.6%
で減 少 して い る」(木下[1990],p,65)ことを知
れ ぽ,そ う不思議ではない。長時間労働を支 える
基本的要 因 として労働供給側 の こうした事情があ
ることは無視で きない。
しか し年次有給休暇で さえ完全消化 され ない現
状を供給者側 の所得動機のみで説 明す ることはで
きない。現代 日本の労働市場 を考察す る上で需要
市場経済における生産組織の型
側の労働時間の指定 が無視できない役割 を果た し
て い る(島 田他[1981],樋口[1984])ことを踏
まえれぽ,企 業 の内部労働市場 における労働時間
決定 メカニズムにも原 因を求め る必要がある。
内部労働市場以外 に外部労働市場 も利用で きる
二重労働市場 のもとでは,内 部労働市場を構成す
る 「基幹労働 は企業 に とって生産 における第一義
的役 割を担 うもので あ るが,常 に将 来 の需要予
測,基 幹労働雇用の固定費用,残 業規制 の態様,
残業の賃金割増率を含めた基幹労働 と2次 労働 の
相対賃金及 び生産 性 の差 との関連 で雇 用者数 を




せ る誘因がはた らく。 この場合,事 前的 には常識
的な範囲の産業及 び有給休暇完全 消化が予定 され
ていた として も,事 後 的 には(需 要量が見込み通
りである通常の場合)そ れを超 えた残業 ・有給休暇
未消化 が広 くみ られ ることになる。長時間労働 は
事前的 に予定 されているわけではな く,現 実の需
要 に応 じて事 後的 に労 働 時間 を延 長(余 分の残
業 ・有給休暇未消化)す ることが企業の利潤最大原
理 に合致す ることから生 じてしま うのである。需
要不確実性下で内部労働市場 とい う固定的生産要
素を編成 しつつ生産 を計画す る企業 が,労 働時間
を需要に応 じて弾力的 に確定す る余地があればそ
れを活用 して費用節約を図るのは当然の選択 であ
る。時間外 ・休 日労働につ いての現行の法的枠組
み(菅 野[1985],pp.2---218)は,労使 間 で三六
協定を締結 し労働基準監督署長 に届け出れ ぽ,八
時間労働制 ・週休制 の基準(労 働基準法三二条 ・三
五条)を 超 える労働を させて も免責 され る ことに
なってお り,特 に男子につ いては緩やかに上限が
設定 され る現状 は こうした裁量権 を広 く認め るも
のであ る。需要不確 実性が避 け られ ない現実経済
では労働時間決定における企業側の裁量権の広 さ
それ 自体が労働費用節約を通 じて企業 の競争力強
化 に貢献 している。他方,労 働供給側の所得動機
の強 さが こ うした広 い裁量 権 を容 認す る基盤 と
なっている。
一49-一 一一
このよ うに当事者 が強 い誘因をもって選択 して
い る長時間労働 を改善す るのはなかなか難 しい こ
である。 しか し,日 本において長時間労働 が改善
さ れ な い た め に,「ヒューマ ン ウエ ア」(島田
[1988])とい う日本型 システムの特 色が長 時間労
働 と分離不可能 なのではないか とい う疑念を もた
れていることを 日本型 システムの長所 を唱 える論
者 は無視すべ きではない。海外に持 ち込 まれ るす
でに型の定 まった 「日本型 システム」が現地の慣
行を尊重す るよ うに変型 されていても,シ ステ ム
を生み 出すダイナ ミズムを備 えるには長時間労働
が不可欠であるとすれ ば,日 本型 システムの魅力
は減殺 され ざるを えない し,普 遍性の主張 は説得
力 を失 うだ ろ う。
また,労 働時間 について広 く使用者側 の裁量権
が認 め られ ることは被雇用者 が 「仕事優先」 ない
し 「会社 中心」の生活 を送 る こ とを余儀 な くさ
せ,日 本が社会 として備 えるべ き多様性の確保を
阻む大 きな要因の一つ となっていることも無視す
べ きではない。人 は有限 の時間を労働 ・余暇に配
分 して生涯 にわた る効用最大化 を図 るが,「労働」
が常 に他の生活時間 を侵食す る不確実性 に対処 し
なけれ ばな らないために,社 会の多様性の源泉で
ある個 人の 「余暇」 は質量 ともに貧 しくなってい
る。 当事者交渉 に任せ られ て供給 され る余暇時間
は社会 の多様性 のよ うな公共財供給 を過小 にとど
めていることに留意すべ きである。
第五節 結 語
従来 の 日本型 システ ムの議論 では失業 率 の低
さ,生 産過程 の不確実性への対応の見事 さのみが
注 目されている。 しか し,そ うして確保 されてい
る雇用 は,解 雇 リスクを減殺す る既得権の欠如及
び労働時 間の不定型性 とい う二つの不確実性 を被
雇用者 に負担 させ てお り,先 任権 システム経済の
雇用 とは質が異 なるものであ る。石油危機後の 日
本経済 の経験 か ら,こ うした不確実性を被雇用者
に負担 させ る現行 システムは市場経済 としては改





②時間外労働 につ いて 「有効な上限」 とな
る法的規制
とい う公的部門 によるフレイム ワーク活動 が不可
欠である。ル ールを事前 に定 めることは経済 の効
率性を短期的には損 な うかもしれ ないが,国 民 の
厚生改善 に着実に結 びつ き,効 率 ・公正 のバ ラン
スの とれた市場経済 を長期 にわた って維持す るの
に役立つだ ろ う。
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